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１．標 準 仕 様 書 

 

一 般 事 項 

（適用範囲） 

１．この標準仕様書（以下「仕様書」という。）は、受注者が請負により施工する各種工事に適用

するものとする。 

２．この仕様書に定めのない事項は、別に特記仕様書で定めるものとする。 

３．この仕様書の定めと、特記仕様書の定めが異なるときは、特記仕様書によるものとする。 

４．その他、この仕様書、特記仕様書に特に定めない事項については、必要に応じて発注者、受注

者それぞれ協議して定める。 

（諸法規の適用） 

１．本工事の施工にあたっては、別紙の設計図書、工事請負契約書及び秩父広域市町村圏組合水道

事業建設工事請負契約約款によるほか、秩父広域市町村圏組合水道事業契約規程、水道工事標準

仕様書（日本水道協会）、埼玉県土木工事実務要覧（埼玉県）、特記仕様書に準拠するものである。 

（施工計画） 

１．受注者は、工事着手前に工事目的物を完成するために必要な手順や工法等についての施工計画

書を監督員に提出しなければならない。  

２．受注者は、施工計画書を遵守し工事の施工に当たらなければならない。この場合、受注者は、

施工計画書に次の事項について記載しなければならない。また、監督員がその他の項目について

補足を求めた場合には、追記するものとする。ただし、受注者は、維持工事等簡易な工事におい

ては監督員の承諾を得て記載内容の一部を省略することができる。 

Ａ 工事概要 

Ｂ 計画工程表 

Ｃ 現場組織表 

Ｄ 安全管理 

Ｅ 指定機械 

Ｆ 主要資材 

Ｇ 施工方法（主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む） 

Ｈ 施工管理計画 

Ｉ 緊急時の体制及び対応 

Ｊ 交通管理 

Ｋ 環境対策 

Ｌ 現場作業環境の整備 

Ｍ 再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法 

Ｎ その他 



 

３．既設管その他の障害物について試験掘りを行う場合、その箇所方法、日時等の計画を施工計画

書に盛り込み監督員と協議して承認を受けること。 

（工事管理） 

１．承認された工程表に基づく工事施工の時期、順序並びに工程表の変更等については監督員の承

認を得なければならない。 

２．受注者は、実施工程表、工事日誌、材料受払簿等の帳簿を備え、監督員の要求により工事日報

を提出し、諸帳簿の点検を受け、又、毎月の出来高工程を翌月の５日までに監督員に報告しなけ

ればならない。 

３．工事施工の都合上、夜間作業を必要とするときは、あらかじめ監督員の承認を得なければなら

ない。又、監督員が工程管理あるいは現場管理上必要と認めたときは、夜間作業を命ずる事があ

る。 

４．竣工図は、工事の進捗毎に作成し、日報、材料受払簿、工事記録写真をもとに実際布設した通

りに作成し、２部製本して原図と共に納品すること。 

（現場管理） 

１．工事箇所及びその周辺にある地上及び地下の既設構造物に対しては、工事施工に伴い支障を及

ぼさないように、関係者と協議の上、所要の処置をしなければならない。 

２．工事現場内及びその周辺には、所要の標識、標識灯、防護柵及び立入禁止の立札等を設備し必

要に応じ照明設備を設け、あるいは信号員、見張員を置く等一般公衆及び作業員の安全を確保す

るための万全の施設をしなければならない。 

（品質管理） 

１．受注者は、工事施工中、絶えず品質管理を行い、監督員から要求があった場合は、その結果を

提出しなければならない。 

（工事写真） 

１．受注者は、監督員の指示により、工事竣工後外部から明視、測定等ができなくなる箇所、竣工

時までに撤去する仮設物、あるいは竣工後までに撤去する仮設物、あるいは竣工後まで残存しな

い維持的物件の施工状況並びに重要なる工事段階等の工事状況を撮影し、その都度監督員に提

出しなければならない。 

２．工事写真の提出部数は１部とし、大きさは特に監督員が指示する場合のほかは、サービス判（L

版程度）とする。 

３．写真は、設計図書に基づき、構造物の施工状況、出来高、品質管理等工事の進行とともにその

実態が検査時において確認できるようにし、特に水中又は地下に埋没する箇所に重点をおいて

撮影するものとする。（黒板明示） 

４．工事記録写真のうち、現況写真はあらかじめ監督員に提出すること。 

（官公署及び民間との交渉、協力）  

１．受注者は、工事中、関係官公署、その他と緊密に連絡して充分協調を保つとともに、工事現場



 

に関係ある一般民間人に対しても親切を旨として、工事の円滑な運行を図らなければならない。 

２．受注者が工事施工のために必要とする関係官公署、その他に対する諸手続きは、工事に支障の

ないよう延滞なく処理しなければならない。 

（工事検査） 

１．工事の出来高検査にあたっては、受注者又は、現場代理人及び主任技術者は必ず立ち合わなけ

ればならない。 

２．受注者は、検査方法について異議を申し立てることができない。 

（受注者の負担） 

１．受注者は、設計図書及び仕様書に明示していない費用であっても工事施工上、当然必要と認め

られるものは、これを負担しなければならない。 

（材料） 

１．使用資材については、事前にメーカーリストを提出し監督員の承認を受けること。 

又、製造課程に於ける検査合格証を提出すること。 

２．工事用材料は、設計図書又は仕様書に、品質・規格を明示したもののほか、ＪＩＳの規格のあ

るものにあってはこれに合格するものとし、すべて使用前に監督員の検査に合格したものでな

ければならない。 

（材料試験及び検査） 

１．工事用主要材料は、必要に応じ材料試験を行い監督員の承認を受けなければならない。 

２．試験又は検査に合格した材料でも、使用時において変質又は不良品となったものは使用しては

ならない。 

（現場発生品） 

１．工事施工により生じた現場発生品及び残土等は、すべて監督員の指示に従い処理するものとす

る。 

（埋戻し） 

１．掘削土砂の埋戻しにあたっては、その順序方法等について監督員の指示を受けなければならな

い。 

 

管 布 設 関 係 

（布設位置） 

１．管布設の平面位置及び土被りは、設計図で正確に決定し必要に応じて地下埋設物、その他障害

物を確認し、監督員と協議のうえ布設位置を決定しなければならない。 

（掘削工）  

１．機械掘削をする場合は、施工区域全般にわたり、地上・地下施設物に充分注意しながら行わな

ければならない。 

（埋戻し工） 



 

１．埋戻しは、所定の土砂を用い、片埋めにならないように注意しながら厚さ２０㎝以下ごとに充

分締め固めなければならない。 

２．埋戻しに際しては、管、その他の構造物に損傷を与えたり、管の移動を生じたりしないよう注

意して行わなければならない。 

（弁類の取扱い） 

１．弁類の取扱いは、台棒、角材などを敷いて直接地面に接してはならない。 

２．弁類をつり上げる場合は、台付けを確実にとらなければならない。  

（管据え付け）  

１．管据え付けにあっては、十分内部を清掃し水平器等を使用し中心線及び高低を確定して、移動

しないよう胴締めを堅固に行い、管鋳出文字を上向きにして据え付けなければならない。 

２．管据え付けには、管に影響を与えないよう床付面を仕上げ砂を敷き、又は、枕木を並べる等の

処置をしなければならない。 

３．１日の布設作業完了後は、管内に土砂、汚水等が流入しないよう木蓋等で管末端をふさがなけ

ればならない。 

４．管接合完了後は、一定区間毎に水圧試験を行うがその試験圧力及び継続時間は監督員が指示す

る。 

（工事カルテ作成・登録） 

１．受注者は、受注時又は変更時において請負代金額が 500 万円以上の工事について、工事実績

情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報をして「工

事カルテ」を作成し、監督員の確認を受けた上、受注時は契約後１０日以内に、登録内容の変更

時は変更後１０日以内に、完成時は完成後１０日以内（いずれも土曜日・日曜日・祝日・12 月 

29 日～１月３日を除く）に、訂正時は速やかに（財）日本建設情報総合センターに登録申請しな

ければならない。ただし、請負代金額 500 万円以上 2,500 万円未満の工事については、受注・

訂正時のみ登録するものとする。  

２．受注者に、（財）日本建設情報総合センター発行の「工事カルテ受領書」が届いた場合は、そ

の写しを直ちに監督員に提出しなければならない。  

なお、変更時と完成時の間が１０日間に満たない場合は、変更時の提出を省略できるものとす

る。  

 

  



 

 

 

 

 

 

 

２．特定建設資材廃棄物特記仕様書 

 

 

  



 

 

 

 

 

  



 

２．特定建設資材廃棄物特記仕様書 

 

（趣旨）  

第１条  この特記仕様書は、工事に関し必要な事項を定めるものとする｡  

（適用）  

第２条  この特記仕様書は、次の工事に適用する。  

      ・工 事 名  ○○○○工事 

      ・工事箇所  ○○○○地内 

（共通事項）  

第３条  受注者は、「資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）」等に基づき、次

の対象工事について、本工事に係る再生資源利用〔促進〕計画書を作成し、施工計画書に含め

各１部提出する｡また、工事完成後速やかに計画の実施状況（実績）について、再生資源利用

〔促進〕実施書を作成し、各１部提出するとともに、これらの記録を保存する。  

○ 再生資源利用計画書（実施書）の作成対象工事  

① 1,000 ㎥以上の土砂を搬入する工事  

② 500ｔ以上の砕石を搬入する工事  

③ 200ｔ以上の加熱アスファルト混合物を搬入する工事  

④ 最終請負金額１００万円以上の工事  

○ 再生資源利用促進計画書（実施書）の作成対象工事  

① 1,000 ㎥以上の建設発生土を搬出する工事  

② アスコン塊、コンクリート塊及び建設発生木材の合計で 200ｔ以上搬出する工事  

③ 最終請負金額１００万円以上の工事 

２ 受注者は、施工計画書に建設廃棄物の処理計画を添付する｡なお、建設廃棄物の処分にあた

り、排出事業者は処分業者と建設廃棄物処理委託契約を締結し、同契約書の写しを処理計画に

添付する｡ 

また、収集運搬業務を収集運搬業者に委託する場合は、別に収集運搬業者と建設廃棄物処理

委託契約を締結する｡ 

３ 建設廃棄物については、「産業廃棄物処理におけるマニフェストシステム」に基づく、建設

廃棄物マニフェストＡ票、Ｂ２票、Ｄ票、Ｅ票を監督員に提出し、確認を受けるとともに、Ｄ

票、Ｅ票の写しを提出する｡ 

（建設発生土の搬出） 

第４条 建設発生土は、受入地までの片道運搬距離を○○.○ｋｍと想定し、敷均しを行うものとす

る。運搬距離等が変更になった場合は、契約変更の対象とする。 

  ２ 受注者は、500 ㎥以上の建設発生土を搬出する場合は、埼玉県土砂の搬出、たい積等の規制

に関する条例（埼玉県土砂条例）に基づき、土砂排出届出書を受理担当機関へ提出する。 



 

３ 受注者は、規定様式により搬出前に搬出先市町村の建設発生土担当窓口あてに建設発生土

の搬出情報を郵送・ＦＡＸ等で提出し、その写しを監督員に提出する｡ 

（建設廃棄物の再資源化等） 

第５条 受注者は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成１２年５月３１日法律第

104 号。以下「建設リサイクル法」という。）に基づいて、特定建設資材廃棄物を再資源化のた

めの施設に搬入する場合は、適切な施設に搬入しなければならない。 

なお、特定建設資材廃棄物とは、特定建設資材（コンクリート、コンクリート及び鉄から成

る建設資材、木材、アスファルト・コンクリート）が廃棄物となったものである。 

２ 受注者は、契約前に作成した「分別解体等の計画等」を施工計画書に添付して提出するもの

とする。 

３ 受注者は、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは、建設リサイクル法第１８条

第１項に基づき、以下の事項等を別紙「再資源化等報告書」に記載し、発注者に報告しなけれ

ばならない。 

・特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了した年月日 

・特定建設資材廃棄物の再資源化等をした施設の名称及び所在地 

・特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用 

また、同条第１項に基づき、特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施状況に関する記録を作

成し、保存しなければならない。 

     なお、資源有効利用促進法等に基づく再生資源利用［促進］実施書を作成している場合は、

その写しを参考資料として報告書に添付するものとする。 

４ 受注者は、工事の施工に当たっては、「彩の国建設リサイクル実施指針」を遵守し、建設資

材廃棄物の再資源化等に努め、廃棄物の減量を図らなければならない。 

（再生資材の利用） 

第６条 下記の再生資材を利用すること。 

・再生アスコン  (13)－50，(20)－50     表層及び基層等 

・再生切込砕石   ４０ｍｍ以下        路盤等 

なお、現場から４０ｋｍの範囲の再資源化のための施設から供給が困難な場合は、新材への

設計変更の対象とする。 

 

  



 

様式 ３ 

法第１３条及び省令第４条に基づく書面 

（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事用（土木工事等）の場合） 

  

１．分別解体等の方法 

工

程 

ご 

と 

の  

作

業

内

容

及

び

解

体

方

法 

    工    程 作  業  内  容  分別解体等の方法（解体工事のみ） 

 ① 仮   設 仮設工事 

□ 有  □ 無 

 □ 手作業 

 □ 手作業・機械作業の併用 

 ② 土   工 土工事  

□ 有  □ 無  

 □ 手作業 

 □ 手作業・機械作業の併用 

 ③ 基   礎 基礎工事  

□ 有  □ 無 

 □ 手作業 

 □ 手作業・機械作業の併用 

 ④ 本 体 構 造 本体構造の工事  

□ 有  □ 無 

 □ 手作業 

 □ 手作業・機械作業の併用 

 ⑤ 本体付属品 本体付属品の工事  

□ 有  □ 無 

 □ 手作業 

 □ 手作業・機械作業の併用 

 ⑥ そ の 他 

（            ）  

その他の工事 

□ 有  □ 無 

 □ 手作業 

 □ 手作業・機械作業の併用 

    

  

  

  

 

 

２．解体工事に要する費用                        円（税込） 

（受注者の見積金額） 

（注）解体工事の場合のみ記載する。 

 

 

３．再資源化等をするための施設の名称及び所在地            別紙のとおり   

（特定建物資材廃棄物について記載されていればよい） 

 

 

４．特定建設資材廃棄物の再生資源化に要する費用              円（税込） 

 

 



 

別 紙 

 

（書ききれない場合は別紙に記載） 

特定建設資材廃棄物の種類 施 設 の 名 称 所   在   地 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 ※受注者が選択した施設を記載（品目ごとに複数記入可） 

 

 

 



 

様式５ 

再 資 源 化 等 報 告 書 

平成  年  月  日 

 

（発注者） 

                   様   

 

氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）             

（郵便番号   －   ） 電話番号    －   －          

住所                               

 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 18 条第１項の規定により、下記のとおり、特定建

設資材廃棄物の再資源化等が完了したことを報告します。 

 

                     記 

１．工事の名称                                  

２．工事の場所                                  

３．再資源化等が完了した年月日    平成  年  月  日 

４．再資源化等をした施設の名称及び所在地 

（書ききれない場合は別紙に記載） 

特定建設資材廃棄物の種類 施 設 の 名 称 所 在 地 

   

   

   

   

 

５．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用             万円（税込） 

 

（参考資料を添付する場合の添付資料）※資源有効利用促進法に定められた一定規模以上の工事の場合など 

□ 再生資源利用実施書（必要事項を記載したもの） 

□ 再生資源利用促進実施書（必要事項を記載したもの） 

 



 

別紙 

 

（書ききれない場合は別紙に記載） 

特定建設資材廃棄物の種類 施 設 の 名 称 所   在   地 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

  



 

 

 

 

 

 

 

３．舗装版切断時に発生する濁水の 

処理にかかる特記仕様書 

 

 

  



 

  



 

３．舗装版切断時に発生する濁水の処理にかかる特記仕様書 

  

（趣旨） 

第１条 この特記仕様書は、埼玉県土木工事共通仕様書に定めるもののほか、アスファルト舗装版切

断時に発生する濁水（以下「濁水」という。）の処理に関し必要な事項を定めるものである。  

（適用） 

第２条 この特記仕様書は、次の工事に適用するものとする。 

      ・工 事 名  ○○○○工事 

      ・工事箇所  ○○○○地内 

（濁水の処理） 

第３条 受注者は、回収した濁水を次のとおり処理するものとする。 

      ・種類及び処理量   汚泥（油分を含む汚泥） ○○.○㎥ 

      ・中間処理施設   所在地○○ 施設名○○ 

      ・処 理 方 法   中間処理後、最終処分場又は再資源化 

（処理に焼却又は溶融を含む） 

  ２ 受注者は、別の中間処理施設を選定する場合には、事前に監督員と協議するものとする。 

（共通事項） 

第４条 受注者は、舗装版切断作業を行いながら濁水を可能な限り回収し、作業後速やかに回収した

濁水を産業廃棄物の汚泥（油分を含む汚泥）として中間処理施設に運搬及び処理するものとす

る。 

  ２ 受注者は、汚泥の中間処理業の許可を受けている業者と産業廃棄物処理委託契約を締結し

なければならないものとする。 

  ３ 受注者は、自ら運搬を行う場合を除き、汚泥の収集運搬業の許可を受けている業者と産業廃

棄物収集運搬委託契約を締結しなければならないものとする。 

  ４ 受注者は、濁水の処理に関する履行について、廃棄物の処理及び清掃に関する法律において

定める産業廃棄物管理票（以下「マニフェスト」という。）により管理するものとする。 

（提出書類等） 

第５条 受注者は、施工計画書において、濁水の回収、運搬及び処理に関する方法を定めなければな

らないものとする。また、中間処理業者及び収集運搬業者と第４条第３項及び第４項に基づき

締結した委託契約書の写し及び許可証の写しを添付すること。 

  ２ 受注者は、工事完成後速やかにマニフェストの写しを監督員に提出しなければならないも

のとする。 

（その他） 

第６条 濁水処理量については、舗装版の切断延長や切断厚が変わった場合を除き、原則として設計

変更の対象としないものとする。 



 

  ２ 受注者は、舗装版切断時に濁水を生じない工法を使用する場合においては、事前に監督員と

協議するものとする。 

  ３ この特記仕様書に疑義等が生じた場合については、別途監督員と協議するものとする。 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

４．水道用石綿セメント管の撤去 

作業等における特記仕様書 

 

 

 

  



 

  



 

４．水道用石綿セメント管の撤去作業等における特記仕様書 

  

  受注者は、石綿セメント管の撤去作業等について、平成１７年８月付け厚生労働省健康局水道課発

行の「水道用石綿セメント管の撤去作業等における石綿対策の手引き」に基づいて作業しなければな

らない。 

  １．石綿障害予防規則（以下「石綿則」という。）及び関係法令を遵守し石綿セメント管の撤去作

業等を行うこと  

  ２．あらかじめ、石綿セメント管の埋設状況を設計図書等により調査しなければならない。 

（石綿則第３条、第８条関係） 

  ３．当該工事における石綿セメント管埋設状況等を発注者に確認すること。 

（石綿則第３条、第８条関係） 

  ４．あらかじめ次の事項が示された作業計画書を定め、当該作業計画により作業を行わなければ

ならない。（石綿則第４条関係） 

① 作業の方法及び順序 

② 石綿粉じんの発散を防止し、または抑制する方法 

③ 労働者への石綿粉じんのばく露（石綿粉じんにさらされること）を防止する方法 

  ５．特定化学物質等作業主任者技能講習を終了した者のうちから、石綿作業主任者を選任し、次

の事項を行わせなければならない。（石綿則第１９条、第２０条関係） 

① 作業に従事する労働者が石綿粉じんにより汚染され、またはこれらを吸い込まないよ

うに、作業の方法を決定し、労働者を指揮すること。  

② 保護具の使用状況を監視すること。  

  ６．石綿セメント管の撤去作業等に従事する労働者に次の科目について教育を行わなくてはなら

ない。（石綿則第２７条関係） 

① 石綿等の有害性  

② 石綿等の使用状況  

③ 石綿等の粉じん発散を抑制するための措置  

④ 保護具の使用方法  

⑤ その他の石綿等のばく露の防止に関し必要な事項  

７．石綿セメント管の切断等の作業を行うときは、労働者に呼吸用保護具（防じんマスク）及び

作業衣（または保護衣）を使用させなければならない。 

（石綿則第１４条、第４４条から第４６条関係）  

８．保護具等は、他の衣服から隔離して保管し、廃棄のために容器等にこん包したとき以外は、

付着した物を除去した後でなければ作業場外に持ち出してはならない。 

（石綿則第１４条、第４４条から第４６条関係）  

９．石綿セメント管の撤去に当たっては、原則として石綿セメント管の切断等は避け、継手部で



 

取り外すことを基本とする。やむを得ず、石綿セメント管の切断等を行う場合には、管に水を

かけるなどの湿潤状態にして石綿粉じんの発散を防止しなければならない。 

また、石綿セメント管の切断等の作業において発散した石綿等の切りくず等をいれるため

のふたのある容器を備えなければならない。（石綿則第１３条関係） 

10．石綿セメント管の撤去等の作業を行うときは、関係者以外の者が立ち入ることを禁止し、そ

の旨を表示しなければならない。（石綿則第１５条関係） 

11．石綿のばく露防止対策や石綿粉じんの発散防止対策を関係労働者や周辺住民に周知するた

め、その実施内容を作業現場の見やすい場所に掲示しなければならない。 

12．撤去された石綿セメント管（以下、「廃石綿セメント管」という。）は「廃棄物の処理及び清

掃に関する法律」第２条第４項に規定する「産業廃棄物」に該当するので、石綿セメント管を

廃棄する場合は産業廃棄物の処理基準に基づいて処理を行わなければならない。 

     特に、廃石綿セメント管の保管、収集運搬等において、石綿粉じんが発散するおそれがある

場合は、次のような措置を講じることにより、石綿粉じんの発散防止を行わなければならない。 

① 排出事業者（請負者）は、廃石綿セメント管が運搬されるまでの間、当該物を湿潤化

させる等の措置を講じた後、十分な強度を有するプラスチック袋等でこん包するなど、

石綿粉じんの発散防止を行うこと。また、容器または包装の見やすい箇所に、アスベス

ト廃棄物である旨表示すること。 

② 廃石綿セメント管の収集運搬等に当たっては、廃石綿セメント管をこん包したプラス

チック袋等の破損または石綿セメント管の破損等により石綿を発散させないよう慎重

に取り扱うこと。  

なお、プラスチック袋等の破損等により石綿の発散のおそれが生じた場合には、速や

かに散水し、または覆いをかける等の措置を講じること。  

③ 石綿粉じんが発散するおそれがある場合は、廃石綿セメント管の運搬車両の荷台に覆

いをかけること。  

④ 最終処分に当たっても、覆土するなど、石綿粉じんが発散することがないようにする

こと。 

 


